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令和７年度

　

事業実績報告について

の 全国健康保険協会鳥取支部

　　　　　

協 会 け ん ぼ



１． 基盤的保険者機能関係

　　　

ＰＩ～３

２． 戦略的保険者機能関係

　　　

Ｐ４～１２

３． 組 織・運 営 体 制 関 係

　　　　　

Ｐ１３～１４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、０おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

１／／１４

・中長期的な視点から、健全な財政運営に努める。
的

時に事業主、学臓‐

媒体を利用して‐

協会事業への理解・協力

、新聞．各種広報誌など様々な
ついて情報発信を嚢施。

・１０月・８年１月）
事業計画、保険料率

　

など

．１２月）
保健事業について

令和７年度保健事業計画、保健事業の一層の推進

　

など

鳥取県等が主催する会厳等において積極的

・業務量の多寡や優先度に対応するため、職員の多能化を進め、

、業務マニユア
る。

・自動審査状況辱を分析し、

・効率化

について、

業務マニュア

。特に傷病手当金や出 ・サービススタンダード１００％
日々システムを活用し進捗管理を行い、処理に遅延が生じていないか確認

寸につし、ては‐申踏受付から支給までの標準期間（サービススタンダード
自問）を遵守する。
・加入者・事業主の利便性の向上や負担軽減の観点から、

　

送による

の相談・照会について的確に対応できるよう、
向上を目指し受電体制等の強化

や「お客様の声月こ基づく力
洗い出し改善を図ることで‐

■

　

ＫＰＩ：
１）サービススタンダードの達成状況をＩＤＯ％とする
）サービススタンダードの平均所要日数７日以内を維持する．ヒスス

　

ン

　

ードの平均所要日

　

７日以内を維持する

　　　　　　　　　

行つた。また、
現金給付等の申請書類に係る窓口での受付率を対前年度以下とする

・窓口受付率
申請書簾入ポイント（傷病手当金、治療用袋興、任感継
へ掲載。また、同チラシを作成し申請書送付時に同封した。

金‐ 申酪が多い事業所に対し、

について申請のため
説明し、次回以降郵

的とした勉強

口対応を

「）サービススタンダードの達成状況

　

ＩＤＯ％

　

（令和６年度ＩＤＯ％）
）サービススタンダードの平均所要日数７日以内

　

平均所要日数４．４５日（全国１位）

　

全国平均５，５０日

　

（令和６年度５．０５日／全国平均５．６３日）
）申請に係る窓口受付率

　

５．９％（全国３１位）

　

（令和６年度６．３％） ◎



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

２／「４

③現金給付等の遜正化の推進

・傷病手当金と障害年金等との併給鯛蜜について、業務マニユア
適正に実施する。

、ては、支給の可否を再確認するとともに、保
精査し、事業主への立入検査を実施するなど、

に対応する。
・海外療養費や海外出産育児一時金について、

、て、丁－

　　　

ツーノレ

　

′
申請を抽出し、加入者への

また、

て

・「レセプト内容点検行動計画」を策定・実践し‐

勤点検マスタを定期的に更新し、システムを最大限に活用
る。

点検員のスキルを向上させ、内容点検の更な
・他県の査定事例のデータベース化を充実し、、自県・他県

にすることで、

　

の

　

において、協会の知見をフィードバックする。
支払基金の「支払基金業務効率化・高度化計画」に
活用した審査事務の効率化・高度化、審査結果の不
の動向を注視し、内容点検の高度化について検討

・システム改善により自動化された資格点検、外傷点検を着窮
する。

　

ＫＰＩ：
）協会のレセプト点検の査定率（※）について前年度以上とする
（※）査定率＝協会のレセプト点検により査定（減額）した額÷協

１７％

、て、

令和６年度提出率

併給調整に該当

金、出産手当金の支給にかかる事後再確認を

について、多部位鎖国受診に対し患者照会を実施。
）、支部独自基準〈２部位１０日以上〉（年２回）実施。

　　　

、、
、かつ月１５日
：０，２３％）

８４・３３９も
８８．”％

下の点検を実施した。

　　　　　　　　　

【ＫＰＩ】
医療機関への照会寮送付を行い確認

　　

１）協会のレセプト点検の査定率
療震返還請求を行う

　　　　　　　　　　　　

０．０８４％（令和６年度：０．１１０％）
行い、業務災害、第三者行為に該当

　　　　

全国平均値は０．１２８％であり、０．０４４％下回る。
全国順位は４３位。

たりの査定額
５，８１５円 （令和６年度：６，６５２円）
全国平均値は１０，０１７円であり、４，２０２円下回る。
全国順位は４２位。

内容点検：遜正な保険諮求であるかレセプトの内容を点検し、再審査諮

　　　

求を行う
・各項目について健康保険の適正使用に資する点検を行ったことにより、加
者１人当たり効果額は、資格点検２，１３４円（対前年度▲１４１円）、外傷点検
９８円（同十１９円）であった。
・内容点検において、加入者ｉ人当たり査定効果額は１４３円（同▲４２円）再
査請求件数は９，２９６件（同▲１，４８０件）、診療内容等査定金額は２６，７４２，１２０
▲８．３７５，７１０円）であった。

、高点数レセプトを優先した点検の実施や点検員のスキルアッ
システムを活用した点検に取り組んだが、鳥取支部においては、
ながる案件が全国と比較すると少なく‐また支払基金における

査定額ともに前年度を

テムのメンテナンスについては、内容点検専任の職員が配
に取り組めたとはいえなかった。

△



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、０おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

・回収と返納金債権発生防止の強化

・発生した債権（返納金、損害賠償金等）については、全件鯛定及び納付書 ０債権管理回収業務の推進については以下の取り組みを実施した。

　　　

【Ｋｐｌ１
の速やかな送付を徹底するとともに、「債権管理・回収計画」に基づき、早期回

　

・債権管理回収担当職員と債権発生元担当職員が密に連携し、早期鯛定

　

１）返納金債権（診療報酬返還金（不当繭求）を
に向けた取組を着実かつ確奥に奨施する。

　　　　　　　　　　　　　　　

早期催告を徹底したことが回収率の向上につながった。 除く。）の回収率
・保険者間調整を積極的に活用するとともに、弁護士と連携した効果的な俺

　

・文書、電話、訪問等状況に応じた催告を実施した。

　　　　　　　　　　　　　

８０．１９％（令和８年度：８２．９１％）
奥に奨施する。

　　　　　　　　　　　　　　　

早期催告を徹底したことが回収率の向上につながった。 除く。）の回収率
活用するとともに、弁護士と連携した効果的な俺

　

・文書、電話、訪問等状況に応じた催告を実施した。 ８０．１９％（令和８年度：８
施し、債権回収率の向上を図る。

　　　　　　　　

文書催告では、催告文書にカラーペーパーを使用するなどの工夫をし、霞

　　　

全国平均値は、６３．７０％
無資格受鯵の発生抑止効果をより向上させるた 話催告では、同日別時間帯に複数回架電するなど工夫して取り組んだ。 全国順位は”位
出について、日本年金機構と連携し周知広報を実

　

・特に高額債権については、保険者間調整を積極的に活用し、判明時から

・日本年金機構において、事業所の組織変更に伴う大量の資格喪失処理時 （保険者間調整：令和７年度

　

ｎ５件（対前年度十３８件））

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　
や遡及の喪失、報酬改定処理を実施する場合、事業所への返納金発生防止

　

・初回催告に反応の無い債務者全件について弁護士名による催告を行い‐
の周知依頼とともに、日本年金機構と協会との連絡体制を構築し、債権発生防さらに反応のない債務者については就業場所文書催告なども行い、また、法
と早期回収を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

的手続きに基づく支払絡促も実施した。

１１ Ｋｐｌ：返納金債権（診療報酬返還金（不当請求）を除く。）の回収率を前年度
以上とする

○

　

ＤＸ（デジタルトランスフオーメーション）の推進

・マイナンバーカードと健康保険証の一体化への対応に関し、２０２５（令和７） ・各種の広報紙等を活用し、加入者が適切な保険診療を効率的かつ支障な

　

設定なし
年１２月「日に従来の健康保険証が使用可能な経過措置期間が終了すること〈受けられるようマイナ保険証の利用促進と手続き方法等の広報を積極的に
に伴い、より一層のマイナ保険証の利用を推進するとともに、制度に係る広報 行った。また、資格確認書・資格情報のお知らせについて遅滞なく発行を行っ
や資格確認書・資格情報のお知らせ等を遅延なく円滑な発行等に取り組む。

　

た。
・令和８年１月にスタートした「電子申請サービス」について、利用率向上のた
加入者、事業所、関係団体等に対して積極的な広報を開始した。

３／「４



令和７年度

　

事業実績報告について

　　

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

層の推進

ｉ）保健事業嚢施計画（データヘルス計画）の着実な実施
詳細は次ページ以降に掲載

して、６か年暑画の２年目とまる 第３
）』について、目標達成に向けた取組を鷺実かつ

　

ｉｉ）保健事業の充奥・強化に向けた基盤整備
。その際には、「特定健診・特定保健指導データ分

　

・計画的かつ継続的な採用活勘を奨施
や 支部別スコアリングレポ
いてＰＤＣＡサイクルを回し、

＝）保健事業の充実・強化に向けた基盤整備
‐支部において保健事業を担う専門職たる保健師について、事務分担を児直
など、より専門性を発揮できる環境を整備する。
・保健指導を担う保健師及び管理栄養士の人員補充のため、計画的かつ継
続的な採用活動を実施する。
・保健指導を担う保健師及び管理栄養士の更なる資質向上を図るため、支
の保健師が本部主催の研修などに参加し育成スキルの向上を図る。
・保健事業に携わる－般職の職員についても、本部主催の研修等に参加し、

、て、これ

人事評価・処遇の

しつつ、ＳＤＧＳの

【採用〕
令和６年度

　

保健師：２名、管理栄養士：０名
令和７年度

　

保健師：－名、管理栄養士：０名
令和８年度

　

保健師：０名、管理栄養士：０名（６月３日時点）
〔退職１
令和６年度

　

保健師：１名、管理栄養士：０名
令和７年度

　

保健師：－名、管理栄養士：０名
令和８年度

　

保健師：０名、管理栄養士：０名（６月３日時点）
〔在籍 （定員１２人）］
令和８年度

　

保健師：４名、管理栄養士：２名（６月３日時点）

　

※支部保健師２名を除く

。特定保健指導（必須）に加え、重症化予防対策とコラポヘルス等を追加。
※重症化予防については管理栄養士に制限あり

ｉ）設定なし
ｉｉ）設定なし
ｉＨ）設定なし

△
小学生等の若年庵を対象とした健康教育や啓発活動の実施を

　

ｉｉｉ）地域保険等と協働した事業（地域・職域連携）の推進

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・湯梨浜町とのモデル事業（令和５年度～）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

①ハイリスクアプローチ

　

湯梨浜町に協会けんぼ被扶養者の特定保健指導と利用勧奨を委託

　

初回面談率３８％、実施率３８％
－湯梨浜町の経済的・人員的負担が大きく、令和７年度をもって事業

　

廃止
②ポピュレーションアプローチ

　

若年塵への健康教育に向け検討開始

ｉｉｉ）地域保険等と協働した事業（地域・職域運携）の推進
・職域保険である協会けんぽと地域保険である国民健康保険が鳥取県保険
協鱗会での活動を通じ‐協働して健康懲滋の啓発等を行うことにより、地域
民全体の健康度向上を目指す。
・湯梨浜町と鮎取県国民健康保険団体連合会と協働し、令和５年度末に開始
た保健事業等に関するモデル事業（地域保険と連携したモデル事業）の継続

４÷／１４



令和７年度

　

事業実績報告について

　　

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

５／１４

・健診・保健指導カルテ等を活用して、実施率への影響が大きいと見込
所や業態等を選定し、重点的かつ優先的に働きかけることで、効率的・
診勧奨を実施する。
・実施率が大きく向上している支部の取組や他保険者の事例を収集し、

・胃

ル受診」を効果的に勧奨し、

に・

・令和７年度から開始される電子カルテ情報共有サービスを活用した事業者健
一夕を取得するための体制を構築する。
・事業者健診データの取得について、事業主・健診機関・協会（３者間）での提供・

、関係団体等と連携し、

、て、

　　

：８３，６２７人）
６５．０％（実施見込者数：５４，３５８人）
９．３％（取得見込者数：７，７７８人）

ＫＰＩ：

１７，２０４人）

　

２８．２％（奥施見込者数：４，８５２人）

９．３％以上とする

・被保険者の生活習慣病予防健診
・健診嚢施率への影響が大きいと兇込まれる事業所や業態（医療薬）を選
鳥取市保健所・倉吉保健所・米子保健所・智頭町・三朝町・大山町の職
れぞれ合間で事業所訪問した。
己負担額の軽減等（

　　

６

　

度改正）

　

らゆる

　

会

　　

えム

　

した

・被扶養者の特定健診
・協会けんぽ主催の集団健診にオプション検診（「骨組霧症検診」「眼底検

目の

イド」、 健診チラシ」を作成し、

こついて、年度初めに遅延が生じ、後続の
、事案が発生した。

また、

１Ｉ

　

Ｋｐｌ：健診実施率（４０歳以上）
被保険者（実施対象者数：８４，６６８人）
１）生活醤憶病予防健鯵

　

当年度実施率６０．６％（実施者数５１．２８２人）

１％（取得者数５，１３８人）

　

前年度取得率８．３％（取得者数６，９４２人）

被扶養者（実施対象者数：１４，６２８人）

１％（奨施巻数３，６７２人）
前年度実施率２５．５％（実施者数３，９６５人）

６０．６０発
６，１％
２５．１％

５９．７％
７．８％
２９．４％

△



令和７年度

　

事業実績報告について

　　

（評価・◎目標を大きく上回った、０おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

　　　　

－－－

　　

－ ー ー

　　　　　　　　　　　　　

ー

　

■

　　　

－－ｒ‐

　　　　　

．
増鰭ばｉ解毒お習．

ｉ）特定保健指導嚢施率の向上
・保健指導利用案内の奥施率向上や平準化を目的とし
た「標準モデル」に沿って、案内通知発送のアウトソー

のない事業所についても原則すべ

活用して、実施率への影響が大きいと
重点的かつ優先的に働きかけることで、

、健診当日の初回面談実施の拡大を図る。

、て、

ｉｉ）特定保健指導の横の向上
・第４期の特定健診・特定保健指導における「評価体系の見直し」（実績
：アウトカム指標が導入）に基づく成果を重視した特定保健指導を推進す
もに、特定保健指導の成巣の見える化を図る。

　

特定保健指導葵施評価者数を対前年度以上とする。

被保険者（特定保健指導対象者数：１２，０５５人）
特定保健指導

　　　

実施率２９，４％（実施見込者数：３，５４５人）

■

　

被扶養者（特定保健指導対象者数：４３２人）
・ 特定保健指導

　　　

実施率１６，４％（実施見込者数：７１人）

１１

　

ＫＰＩ：
）被保険者の特定保健指導嚢施率を２９．４％以上とする
）被扶養者の特定保健指導壌施率を１６．４％以上とする

ｉ）
２５・７９ｒも
ａｏ９６

△

ｉ）特定保健指導実施率の向上
．被保険者
・「標準モデル」に沿って事業を運営した。

　

（上半期実績）

　　

アウトソース活用率：７９．９％、利用案内率：８８，６％
・健診当日の初回面談実施について健診嚢施機関への働きかけを行った。

　

・全支部平均値
・情報通信技術（ＩＣＴ）による指導を専門機関と委託契約した。

　　　　　　

１）被保険者の特定保健指導の実施率

　

２１．７％

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２）

　　　　

の

　　　　　　　

の

　　　　

１９．９％
．被扶養者
・すべての対象者へ利用案内を葵施した。
・直営保健師による「健康相談会」を定期的に開催し、特定保健指導の利用

　

ｉｉ）設定なし
逸を図った。また、健康相談会において健康測定機器による測定を行い、

被扶養者の特定

■

　

Ｋｐｌ：特定保健指導喫施率
１）被保険者（特定保健指導対象者数：１１，２６３人）

　

当年度実施率２５．７％ （実施者数２，８９５人）

　

前年度奥施率２４．４％ （実施者数２，８１７人）

６．０％
前年度実施率１２．６％ （実施者数４６人）

６／「４



令和７年度

　

事業実績報告について

　　

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、×目標を大きく下回った）

重症化予防対策の推進

‐血圧、血糖、脂賃等に着目した未治療者への受診勧奨を着実に実施する。

　

・メタポリツクシンドローム対策
◆健診機関による、専門医への受診勧奨を実施する。

　　　　　　　　　　

◆健診機関による受診勧奨を実施 契約機関：３機関
◆「健鯵機関勧奨」「協会本部勧奨」後の文書による受診勧奨を実施する。

　

◆「健診機関勧奨」「協会本部勧奨」後の文書による受診勧奨実施
◆関係団体や労働局等との連携を通じて事業主の壕識醸成を図るととも

　　

勧奨通知発送：８６６件
、事業所担当者から未治療者への受診勧奨の実施を依頼する。

　　　　　　

◆事業所担当者への受診勧奨依頼を実施
◆特定保健指導等の機会を活用し、早期受診の重要性について周知徹底

　　

依頼文書発送：６２９事業所（延べ）

る。

イ

、勧奨をしても受診しなし

◆糖尿病治療中断者、
◆医療機関通院患者、

Ｋｐｌ：血圧、血糖、

受診率を除く

・肝機能リスク対策事業
鳥取県肝炎医療コーディネーター養成研修会を受講（３名）した。
鳥取県へ事業実績について報告した。
文書受診勧奨：４６５件、電話受鯵勧奨：１３８件、文審受検勧奨：－，８７１件

ウイルス検査

　

・糖尿病性腎症重症ィ

　　　　　

◆未受鯵者、事業所
内する。 面談受診勧奨：１件

・糖尿病性腎症重症化予防事業
◆未受鯵者、事業所訪問による保健指導形式の受診勧奨を実施

◆治療中断者、文書による治療再開勧奨を実施

　

文書治療再開勧奨：１２件
◆通院患者、医師会へ説明したうえで事業案内をホームページへ掲載

　

保健指導数：０件 （申込奥橘なし）

■

　

Ｋｐｌ：血圧、血糖、脂質の未治療者において健診受診月から１０か月以

　　

内に医療機関を受診した者の割合
３２．０％

鳥取支部
全支部平均値

から１０か月以内に医療機関を受診

　　　　

３２．０％
均値

　

３４．２％
～令和７年３月の健診受診者にかか

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

受診月から１０か月以
とする
に基づく受診勧奨にお

７／「４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、×目標を大きく下回った）

・鳥取県との「健康経営推進事業」の実施

　 　

　

　　　　 　　　
　　　　

．

　　

－

　　　　　　　　　　　

－

　

・

　　　　　　　　　　　

．
．
‐

目標：２，５００事業所）に対し、▲２１１事業所

△
１１

　

ＫＰＩ：

０健康宣言事業所数（新規獲得分）
」

　

令和８年３月末現在２，２８９事業所（対前年度‐５７） ※２５増／８２減

　

減少の内訳：事業所全喪（廃業）４５社 健康宣言辞退３７社
・「健康度カルテ」の配付、年２回

、健康づ〈リメニューの改審、金利 ０表彰制度（知事表彰令和７年１２月、支部長表彰令和７年９月）
フオローアップも充嚢させ‐事業

　

知事表彰：会社独自の特に優れた取組みをされた事楽所５社

　　　　　　　　　　　　　

支部褒表彰：Ｒ６年度健康づくり取り組みポイント上位１４社
関との連携を進めることで、事業

また、健康経営宣言事業所における取組について
指導実施率の目標値設定等を取り入れることで、
〈ための「ステップアップ方式」を推進することにより

る睡眠など）に着目

について、

○健康づくり担当者研修会｛令和７年８月）

○健康経営実践セミナー開催（令和８年３月）

○健康宣言事業所のうち健診デ÷夕数がｌｏ件以上ある８１４社に対し「企業健
月）
医療費、健康リスク率など、その企業が
とに作成】

ｏｒ健康経営比較分析」冊子の作成

○健康経営マイレージ事業「ステップアップ方式」から標準化への移行
令和８年３月末ですべての宣言事業所が標準化へ移行完了

ｏｒ社員の健康づくりスタートガイド」の作成

○健康経営通信年３回の発行

メンタルヘルス研修（令和８年３月）

８／「４



令和７年度

　

事業実績報告について

　　

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）
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．
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１

　　　　　　　　　　　　　　　

ー

１）ジェネリック医薬品使用割合（数量ペース）

　

９１．３％（令和８年２月分）

県医師会、県薬剤師会‐

目標：８９．８％以上
ｉｉ）バイオシミラ÷｛バイオ後続品）の使用促進
・バイオシミラー（バイオ後続品）について‐

ｉｉｉ）上手な医療のかかり方
・医療資源の適正使用の観点から、かかりつけ医・

フ
、時間外受診・
ティケーション
啓発を図る。

ー受診の問題点、・ やりフィル処方箕の仕組みについて、

、て、データ分析に基づき変態
加入者への周知・啓発を図る。

一

　

ＫＰＩ；
１）ジェネリック医薬品使用割合（※）を年度末時点で対前年度末以上とする
（※）医科、ＤＰＣ、歯科‐鯛剤レセプトを対象とする
）バイオシミラー使用促進事業を開始し、医療機関や関係者へ働きかけ

○支部発行の広報紙等に、ジェネリック医薬品の説明やメリット等を掲載し、
ジェネリック医薬品の使用促進に取り組んだ。

０支部発行の広報紙や新聞媒体を活用して、バイオシミラーについて加入者
た。また、健康保険委員研修会においてもバイオシミ
周知を図った。
県医師会、嫌薬剤師会‐県病院薬剤師会および５医療
参の上訪問し、意見交換を行った。

○給付適正化ＰＴを開催し、多剤服用者に対して注激喚起文書の発送等を

９÷／１４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、×目標を大きく下回った）

ｉ．鑓 園鱈
腿轡．

　

‐

医療提供体制等へのデータを活用した競貝発信

ｊ）意見発信のための体制の確保

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０健康経営比較分析結果の冊子作成及び広報等による情報発信
・医療提供体制等に係る童児発信を行うために、各種会議体へ積極的に参

　

各種健康リスクや一人当たり医療費にかかる平成２８年度及び令和元年度
ロする。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

～令和５年度の６年間のデ÷夕を経年比較し、その分析結果（「健康づくり宣

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

言」をしている事業所群の方が、そうでない事業所群と比べて健診受診率・医
ｉｉ）医療費データ等の分析

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

療費において良好である）について「健康経営比較分析」冊子を作成した。事
出現比（ＳＣＲ）を分析するための

鳥取県医療費適正ヒ計画策定評価委員

月）
ｉｉｉ）外部への意見発信や情報提供
・地域医療構想鯛整会議等において、医療データ等

・医療データ等の分析結果を踏まえ、医療費の地域間格登の要因等
、ホームページ等により、加入者や事業主へ情報提供を行う。

参加者：

・鳥取県中部地域医療構想調整会陥（令和８年２月）
参加者：企画総務グループ長

・令和７年度鳥取県医療費適正化計画策定評価委員会（令和８年２月）
参加者：業務部長

ぴ事業主にインセンティブ制度
引き続き周知広報を行う。

ともに、０加入者及び事業主に向けた広報
、ただけ

　

・納入告知書同封チラシ（令和８年１月）により広報

　　　

・けんぽ便りとつとり７０号（令和８年１月）に同封により広報

　　　

・メールマガジン（令和８年２月配信分）により広報
・支部ホームページ（令和６年２月～）により広報

１０ノー４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり‐△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

事業について、理解・協力を得るため

。また、健康保険委員については、様

について、加入者・

　　

主の一
工夫の上、積極的に広報を行う。

■

　

ＫＰＩ
１）全被保険者数に占める健康保険委員が委嘱されてい
数の割合をフ２．３％以上とする
２）ＳＮＳ（ｕＮＥ公式アカウント）を運用し、毎月情報発信を行う
３）健康保険委員の委嘱事業所数を前年度以上とする

・マイナンバーカードと健康保険証の一体化および利用促進
・食生活アンケートからわかる血圧リスクの傾向について

　　　　　　　　　

（令和８年３月末）
・Ｒ８保険料率

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１－“全被保険者数に占める健康保険委員が姿
・コラボヘルス

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

嘱されている事業所の被保険者数の割合

　

７Ｌ９％
・支部長へのインタビュー形式による健診・特定保健指導の活用促進

　　　

ＫＰＩ目標に比し、▲０，４％
・健診体系の児適し

「一２）健康保険委員の委嘱事業所数

　

２，６９１事業
・事業所への配布、各種研修会等での資料として活用。

▲５２事業所
ＨＰメルマガの運営、紙媒体による定期的な広報
・協会けんぽ鳥取支部メールマガジン：毎月１５日配信
・納入告知書同封チラシ：毎月の納入告知書に同封
・社会保険とつとり（社会保険協会発行）：毎月２頁分の記事掲載
・ＩＪＮＥ：毎月２回配信

・けんぽ便りとつとり年３回の発行
・協会けんぽＧＵＩＤＥＢＯＯＫ及び協会けんぽＧＵＩＤＥＢＯＯＫ（健康保険制度・申

○フリーペーパーへの広告（重症化予防・健診体系の見直し）

０令和７年度大型ビジョンを使用した広報（鳥取市・倉吉市・米子市の交通量
の多い地点）

１１／／１４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、０おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

おける地域の特性を踏まえた保健事業の実施

・重症化予防対策や健康経営マイレージ事業の推進、

した力て、
、る」の

・健康宣言事業所を対象に血圧計の賞出事業を奥施

　

３５事業所
・血圧計寅出先事業所での集団学習

　

５事業所

・メルマガ配信で鳥取県の運動イベント等紹介
・鳥取市保健所の運勤イベントを共催（令和７年１１月）
・大型ビジョン（鳥取市・倉吉市・米子市の交通量の多い地点）による通勤習
改善の呼びかけ（令和８年２月）

定期的に実施し、会場で健康測定機器による測定を実施
て、被扶養者の特定保健指導及び利用勧奨を自治体へ爽

令和４年度：４３位、令和５年度：４１位、令和６年度：３６位、令和７年度：４５位

１２／／１４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、０おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

　　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　　　

－

　　　　　　　　　
○人事評価制度の適正な運用

・評価者を中心として個人目標の設定や評価結果のフィードバックによる人材 ０評価者は上期と下期に職員との面談において、個人目標の設定、中間面
苗成の璽雲性など、職員の人事評価制度に関する理解を深める。

　　　　　　

賊、評価結果のフィードバックを実施。

本部指定の研修に支部独自の研修を効果的
・ハラスメント防止研修（令和７年１０月）
・情報セキュリティ研修（令和７年７月、令和７年１０月、令和７年１２月）
・個人情報保護研修（令和７年８月、令和７年１１月、令和８年３月）
・コンプライアンス研修（令和８年２月）
・メンタルヘルス研修（令和８年２月）
・リスク管理研修（令和７年９月、令和７年１２月）
・ヘルスリテラシー向上研修（令和７年６月、令和８年１月）
・カスタマ．ハラスメント研修（令和８年１月）
・ファシリテーションスキル向上研修（令和７年１２月）
・クレーム対応研修（令和７年１２月）

リスク管理

・職員のリスク意識や危機管理能力を高め、
ンス委員会（令和７年４月）

　　　

にロえ、必要の都度、委員

　

・個人情報保護管理委員会（令和７年８月）
、審簸を行い個人情報保護に係る取

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

０リスク管理

　

員会の開催（令和７年１０月、令和８年２月、令和８年３月）
月次の情報セキュリティにかかる定 点検の

　

施により個人
日次、週次、月次の情報セキュリテ にかかる定期点検の葵施。

　　　　　　　　　　　　　　

○

１３／１４



令和７年度

　

事業実績報告について

（評価・◎目標を大きく上回った、○おおむね目標どおり、△目標を下回った、ｘ目標を大きく下回った）

１４／／１４

０コンプライアンスの徹底

・法令等規律の遵守（コンプライアンス）について、 ンス研修の奨施（令和８年２月）

ンス委員会の開催（令和７年４月）口のコンプライアンス委員会の定期開催に加え、必要の都度、委
てコンプライアンスに係る取組みの検討、審議等を行うことにより、

０月、令和８年２月、令和８年３月）

・業務量に応じた標準人員に基づき、支部事業に合わせ、業務の効率化、
性の向上につながる適正かつ柔軟な人員配置を実施する。
・労働負荷の標準化により、有給休暇取得の促進、超過勤務の削減を

・
一人当たり平均１．３７５日（対前年比十０．３７５日）

ヵ月一人当たり平均９時間３０分（対前年比▲１時間４７分）

費用対効果を踏まえたコスト削減等

・調達における競争性を高めるため、一者応札案件の減少に努める。
・入札案件においては、業者への声掛けの徹底‐公告期間や納期までの期
の十分な確保、複数者からの見積番の微取、仕様書の見直し等の取組を行

１４日以上の公告期間を般 札に占める一者応札案件の割合
／３件）
５％以下、達成

次回の調達改善に繋げ

　

・消耗品は過剰在庫とならないよう、４半期ごとに注文数を確認

・また、少額随意契約の範囲内においても、可能な限り一般競争入札文は兇

　

０調達審査委員会の鰯俺
競争公告（ホームページ等で調達案件を公示し広く兇穣書の提出を募る方

　　

・新聞等での協会事業の周知啓発広報（企画・制作・掲載）業務委託ほか計
）を実施する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１１件葵施

確実に開催し、契約の適正化を
についてはホームページに公表することにより協会事業

Ｋｐｌ：一般競争入札に占める一者応札案件の割合について、１５％以下と


